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１．コロナショックで寄せられた声
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<雇用関係（解雇・契約解除）>
○4/16付で社員全員解雇になった。会社は4月の売上が昨年の10%程度に落ち込み、5月も同様の見込みであることを理由に、7/15
まで休業となった。失業保険で耐えてほしいとのことで、4/14の社員への説明会で退職勧奨書類にサインをさせられた。就業規
則にある退職金はもらえていない。（正社員・男性・宿泊業）

○派遣先から「明日で派遣を切る」と言われ、次の仕事が見つかるまで派遣元から自宅待機を命じられた。（派遣社員・60 代・男性）
<内定取消関係>
○4月入社予定の会社から「賃金 3 カ月分を支払い内定を取り消す。働きたいと言われてもあなたの仕事は休業になる。書類に署
名して提出してほしい」と言われた。勤務予定地への転居費用の補償については連絡がない（新卒・20 代・女性・観光旅行業）

<休業関係>
○学校給食の仕事をしている。休校の関係で来週以降の仕事がないが、業績が厳しいので、年次有給休暇はとらず欠勤してくれと
言われた。（パートタイマー・ 40代・女性・民間（市町村からの業務委託）・大阪）

○子ども園に勤務しているが、小学生の育児で仕事を休んでいる。年次有給休暇を8日間取得するが、あとは無給で休むしかない
のか。（パートタイマー・40 代・女性・福祉・福井）

○3月より小学校が休校となり学童保育も感染リスクを避けるためできるだけ家庭内保育をと要請されたので、会社に助成金の制度
を使って賃金補償をしてもらえないか確認したところ、休む場合は欠勤になるという回答だった。（パートタイマー・40代・女性）

<安全衛生関係>
○コールセンターで40名が向かい合わせで10名4列。マスクは自前、消毒用のアルコールもなく、怖い。(パートタイマー・女性)
○スーパーの接客業。消毒用アルコールは置いてもらえず、店入口付近のお手洗（お客様用）は荷積みのままで使える状況ではな
く、改善もしてくれない。 (パートタイマー・60 代・女性・小売業・東京)

○ホテルの支配人。新型コロナウイルスの感染予防から従業員にマスク着用指示をしたところ、総支配人から「客商売であり、市内
からは感染者はでていないのでマスク着用は不可」と言われた。(女性・宿泊業・北海道)

○病院で勤務。院内のマスク在庫が少なくなり受付以外はマスク着用指示から外れた。感染が心配。（正社員・女性・医療機関）
○物流の長距離ドライバー。仕事が増え3日間通し運行が多くなり、配達店で日曜日に泊まる場合はそれを休日扱いにされてしまう。
ドライバー不足で会社は改善してくれず、このままでは疲労で事故を起こしてしまうのではないか不安。同僚には追突事故で3カ
月前から運転業務をできない者もいる。（正社員・40代・男性・東海）

<使用者・個人事業主(フリーランス)>
○イベントを手掛ける零細企業を経営している。3 月上旬から 1 カ月間開催するイベントを請け負っている。今のところ、イベント中
止とはなっていないが、万が一中止となった場合、なんかしらの金銭的な補償は国からでるのか。（経営者・女性・東京）

○業務請負の会社を運営している。契約先から、委託する業務がなくなったと連絡があった。従業員には休業手当を支払おうと思っ
ているが、会社としてなにか使える制度はないか。（経営者・男性）

○ヨガのインストラクター。受け持ちクラスが全部なくなり保障もなく収入が途絶えた。救いはないか。（フリーランス・女性・東京）
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新型コロナウィルス感染症の拡大による労働相談事例



２．セーフティネットの欠如
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【政府・政党への働きかけ】

○第一弾（３月）： 「新型コロナウイルス感染症対策」における小中高校等の臨時休校などに関する

緊急要請（子どもの居場所・労働者の所得補償・企業への助成措置など）

○「新型コロナウイルス感染症対策」等におけるサプライチェーン全体の維持・確保に向けた要請

○第二弾（４月）：「新型コロナウイルス感染症拡大に対する総合的対策（連合の緊急提言）」の要請

○第三弾（４月）：「新型コロナウイルス感染症に関連した雇用・労働対策の強化」の要請

○第四弾（５～６月）：経済再生の軌道を見出すには程遠い状況であることから「雇用、生活、経済

対策」の推進を求め要請予定

【労使などとの取り組み】

○神津会長と経団連・中西会長との会談（4/20）で感染拡大防止のための行動変容などを

呼びかけ

○全国中小企業団体中央会との「新型コロナウイルス感染症対策」における雇用環境の

悪化を踏まえた共同談話を発出（3/13）

○全国社会保険労務士会連合会と「雇用調整助成金の利用促進に向けた両組織の協力」を

確認

※各地方連合会では地方自治体への要請や経済団体との意見交換などを実施

新型コロナウィルス感染症の拡大に対する連合の取り組み
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３．この20年
日本はどういうことになっていたのか

（１）格差拡大と地盤沈下
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物価上昇率と賃上率の推移
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賃上率→ 厚生労働省「民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況」
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（出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」をもとに連合作成
（注）所定内賃金水準は高卒標準労働者のもので、特性値は当該年の前後3ヶ年を移動平均したもの。

全体が低下する中で広がる賃金格差

所定内賃金水準の推移とピークからの低下幅（高卒標準労働者）
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先進諸国の労働組合組織率と
労働協約カバー率
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企業規模、雇用形態、年齢階級で見た賃金水準
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日・米・欧・韓における名目賃金の推移

12

90.1

263.8

161.3

205.8

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

200.0

220.0

240.0

260.0

280.0

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

（1995年を100とする）

日本 韓国 ユーロ圏 (17か国) 米国

ユーロ圏（17カ国）

米国

韓国

出所：OECD Economic Outlook No106 November 2019

日本



３．この20年
日本はどういうことになっていたのか

（２）少子化～財政危機
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企業などに流れるマネー

政府の借金
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資料：2015年までは総務省「国勢調査」、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成29年推
計)」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果
（注）1950年～2010年の総数は年齢不詳を含む。高齢化率の算出には分母から年齢不詳を除いている。
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４．憲法第25条
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憲法第25条

【生存権及び国民生活の社会的進歩向上に努める国の義務】

すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を

有する。

２ 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び

公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。
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５．憲法第28条
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憲法第28条

【勤労者の団結権及び団体行動権】

勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動を

する権利は、これを保障する。
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国際労働機関（ＩＬＯ）創設

○労働組合が誕生したのは１８世紀、わずか２５０年ほど前のこと。 以降、世界は……
１９１４年 第一次世界大戦開戦
１９１７年 ロシア革命
１９１８年 第一次世界大戦終戦
１９１９年 国際労働機関（ＩＬＯ）創設

１９３９年 第二次世界大戦開戦
１９４４年 ＩＬＯの目的に関する宣言（フィラデルフィア宣言）

【ＩＬＯ憲章の趣旨】…ベルサイユ条約第13編「労働」
が基礎とされる。

・社会正義追求を通じた恒久平和の実現
・労働の世界での公正確保のための国際労働基
準の設定＝社会的ダンピングの克服（公正貿易
と労働基準）

（ロシア革命の波及防止という背景も）

【フィラデルフィア宣言の趣旨】…第二次世界大戦が勃発した教訓からILOの基礎をなす根本原則を
再確認したもの。

・労働は商品ではない。
・世界のどこの片隅にでも貧困があれば、それは全体の繁栄を脅かす。
・欠乏に対する戦は、各国内における不屈の勇気をもって、且つ、労働者及び使用者の代表者が、政
府の代表者と同等の地位において、一般の福祉を増進するために、自由な討議及び民主的な決定
に、ともに参加する継続的且つ協調的な国際的努力によって、遂行することを要する。

(国)

(年)

【出所：ＩＬＯ駐日事務所提供】
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ＩＬＯ三者構成原則

ＩＬＯ諸条約においては、労使参加の下で政策決定を行うべき旨が規定されている。
（例） ・ＩＬＯの目的に関する宣言（フィラデルフィア宣言）

・職業安定組織の構成に関する条約（ＩＬＯ第８８号条約）※日本は1953年に批准

・国際労働基準の実施を促進するための三者の間の協議に関する条約（ＩＬＯ第１４４号条約）
※日本は2002年に批准

第四条
１．職業安定組織の構成及び運営並びに職業安定業務に関する政策の立案について使用者及び労働者の代表者

の協力を得るため、審議会を通じて適当な取極が行われなければならない。
３．それらの審議会における使用者及び労働者の代表者は、使用者及び労働者の代表的団体が存在する場合に

は、それらと協議の上それぞれ同数が任命されなければならない。

第二条
１．この条約を批准する国際労働機関の各加盟国は、第五条１に規定する国際労働機関の活動に関する事項につ

いて、政府、使用者及び労働者の代表者の間で効果的な協議が行われることを確保する手続を運用すること
を約束する。

２．１に規定する手続の性質及び形態は、代表的団体が存在し及び当該手続が確立されていない場合には、当該
代表的団体と協議した上で、国内慣行に従い各国において定める。

審
議
会

日本の労働関係法案国会審議までの流れ

政（公）

労 使

諮問

答申・建議

閣
議

閣
法
提
出

国
会
審
議

※連合は労働分野の他、社会保険制度関係における被保険者代表の
位置づけをはじめ様々な審議会に参画。

厚
生
労
働
大
臣
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グローバル中央レベル産業レベル
地域レベル

企業レベル

重層的な労使関係の姿（イメージ）

企
業
別

単
位
労
働
組
合

本社

グ
ル
ー
プ
企
業

連
合
会

支店･
工場
etc.

持株
会社

経営者団体
（経団連、経済同友会、
日商、中小企業団体中

央会 etc.）

国（国会・各府省・裁判所）

国
際
労
働
組
合
総
連
合

（
I

T

U

C
）

国際労働機関
（ILO）

連 合

地方
連合会

地方自治体 OECD, IMF, 世銀

G20, APEC, etc.

多国籍企業

地方
組織

現
場
協
議

政
策
要
請

各
種
協
議

共
同
研
究

政 党

政
策
要
請

各
種
協
議

団
体
交
渉

経
営
協
議
会

労
使
委
員
会

国際連合

国
際
産
業
別

労
組
（
G

U

F
）

職
場
支
部
・分
会

交
渉
・協
議

地域経営者団体

産業別業界団体

･産業別連合会
･産業別単位組合

労
働
組
合
・労
働
運
動

企
業
・政
府
・国
際
機
関
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働き方改革①
長時間労働是正のための労働基準法の改正
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働き方改革②
同一労働同一賃金のための

パート法・労働契約法・派遣法の改正
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６．政治……王道を進むのみ
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国政選挙の投票率は年々低下傾向に
国政選挙の投票率の推移

衆議院議員選挙および参議院議員選挙の国勢選挙の投票率は、戦後以降いずれも漸減傾
向にある。2016年の第24回参議院議員普通選挙より18歳以上選挙権が導入されたが、投
票率の上昇に転じるきっかけとまではなっていないのが現状。

資料出所：総務省

衆議院議員選挙 参議院議員選挙

投票率が下がっているのは、大きな
問題だね。民主主義のあり方そのも
のが問われていることを考えておく
必要があるね。
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若者の投票率は諸外国と比較して低い水準
若者の投票率の諸外国との比較

資料出所：OECD, Society at a glance2016

ドイツでは、政府機関「連邦政治教育センター」が政治教育の研究や教材開発を行
うなど、学校等における政治教育を支援している。また、スウェーデンでは、選挙の
際に先生が生徒を連れて候補者の選挙事務所を訪問することが定着化しているなど、
欧州をはじめ各国では「主権者教育」の取り組みが積極的に行われている。

日本でも自治体・学校レベルで一部先行的な取り組みが行われているが、「主権者

教育」のさらなる広がりと定着は喫緊かつ重要な課題となっている。

主要国の投票率
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若者の意識

アメリカ ｽｳｪｰﾃﾞﾝ イギリス 韓国 フランス ドイツ 日本

社会を変えられる 52.9 43.4 45.0 39.2 44.4 52.6 30.2

将来の希望 91.1 90.8 89.8 86.4 83.3 82.4 61.6

52.9

43.4 45.0
39.2

44.4

52.6

30.2

91.1 90.8 89.8
86.4

83.3 82.4

61.6

0.0
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40.0

60.0

80.0

100.0

今を生きる若者の意識 ～国際比較からみえてくるもの～
平成26年版 子ども・若者白書（概要版）－ 内閣府 より

％
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私たちの立ち位置は？

自
己
責
任
論

新
自
由
主
義

安
心
社
会

包
摂
社
会

ワ
ー
ク
ル
ー
ル
の

尊
重

民主主義 — 人間中心

全体主義 — 権威が絶対

例えば、雇用・労働の世界では・・・

高度プロフェッショナル ⇔ 長時間労働是正
働き方の多様化 ⇔ 均等・均衡待遇
解雇の金銭解決 ⇔ セーフティネット
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